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 近年，開発途上国では交通渋滞対策として，モビリティ・マネジメントが注目されて

いるが，利用可能な交通手段を示した上での実例は限られている．また，通学に伴い発生

する送迎交通が交通渋滞の要因の一つとして考えられており，対策としてビエンチャンで

は，2022 年 2 月にスクールバス導入実験が実施された． 

 そこで本研究では，モビリティ・マネジメントを伴う追加事後調査を実施し，動機付

け情報の内容や利用経験がその後の態度・行動変容に及ぼす違いを明らかにすることで，

開発途上国の交通施策を検討する際に必要な基礎的知見を得ることを目的とする．具体的

な代替交通手段に関する情報や実証実験参加の有無が，保護者のスクールバス利用に対す

る態度や行動変容に，より強い正の影響を及ぼすことが明らかになると期待される． 

 

     Key Words: Mobility Management, incentive effects, drop-off and pick-up transport, 

school buses 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究背景 

近年，多くの開発途上国の都市では経済成長に伴

うモータリゼーションの進展により，経済活動を妨

げ，人々の健康や環境を脅かす交通問題が顕在化し

ている．これに対し，国際機関や先進国が支援を行

い，道路や公共交通の整備を進めているが，資金面
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やインフラ面で追いつくことができないインフラギ

ャップが生じている．また，公共交通の整備後も当

初期待していた利用者数が望めず，事業の経済的課

題が残る場合も少なくない 1）．需要と供給の鼬ごっ

こを避け、持続可能な交通手段の在り方を考えてい

く上では，インフラ整備等の構造的方略だけでなく，

モビリティ・マネジメント（以下 MM と略記）のよ

うな心理情的方略を相乗的に展開していく必要があ

る 2）． MM とは，自発的な転換を目的としたコミュ

ニケーションを中心とした施策であり，1990年代半

ばより，欧州を中心に実施され 3），日本でも 2000

年代前後から導入されてきた．しかし，欧州や日本

では，公共交通機関がある程度整備されたのちに，

クルマやバイクが普及したのに対し，開発途上国で

は，公共交通機関が十分に整備されていないままモ

ータリゼーションが進展している．そのため，欧州

や日本で適用されてきた従来の MM の手法が，必ず

しも経済やインフラの状況が異なる開発途上国で有

効であるとは限らない．開発途上国での有効な動機

付け情報や MM 導入のタイミング等の実例を積み重

ねていく必要がある． 

 

(2) 開発途上国の送迎交通 

開発途上国では，特に需要が大きい朝・夕ピーク

時に生徒の通学に伴い生じる送迎交通が，渋滞の要

因のひとつであると考えられている（図 1)．未発

達な公共交通機関や学校によって教育の質が異なる

ことが送迎交通の発生を後押ししている４）． 

ラオスのビエンチャンでは，通学に伴う送迎交通

による渋滞緩和を目指し，スクールバスの導入が検

討されている．実際に 2022 年 2 月に JICA とラオス

公共事業運輸省によりスクールバス実証実験が実施

された． 

 

 
図 1 保護者による送迎の様子 

（校門前で生徒を待つ保護者と保護者を待つ生徒， 

 ラオス・ビエンチャン） 

 

 

 

2. 本研究の位置付けと目的 

 

 本章では，（1）にて a)開発途上国における MM 、

b）送迎交通に関する既存研究を述べ、本研究の位

置付けを（2）で述べる． 

(1) 既存研究の整理 

a) 開発途上国における MM 

 開発途上国での MM に関する既存研究では，木村

らが 5）ラオスのビエンチャンにてインタビュー調査

を通じた質的分析を行い，MM促進のための効果的な

動機付け情報を明らかにしている．また，Ishikawa 
6）らは，インドネシアのバンドンにて動機付け情報

が行動変容にどのように影響を与えるかを明らかに

している． JICA プロジェクト 7）では，ベトナムの

ビンズオンにて行政職員，大学生および市民に対し

MMを実施し，一定の効果を得ている．しかしながら，

私的交通での移動習慣に固執する人に対しては効果

的ではない可能性を示唆している．  

b) 送迎交通 

 送迎交通に関し，小林ら 8）は，送迎を提供する際

には 1）経済的動機，2）利他的動機，3）父権的動

機が存在するとしており，特に親と子供の間で送迎

サービスが授受される通学トリップでは，親が子供

の交通行動を判断しながら送迎の有無を父権的に決

定していると推察している．また，大野 9）らは，保

護者に対し，生徒の鉄道利用を促すことや保護者と

生徒の話し合いを通じた態度行動変容施策に一定の

効果があると示してる．  

 

(2) 本研究の位置付け 

 以上より，開発途上国で実施された MM では，代

替交通手段となる既存路線のサービス改善を予定し

ていない状態での実施や，建設予定である BRT を代

替交通手段として提示する SP 調査にとどまってい

る．心理的方略と構造的方略は相乗的に実施するこ

とが望ましいが，代替交通手段のサービス改善や新

規代替交通手段を実際に利用した上での MM は実施

されていない． 

また，送迎交通を考える際には，保護者に焦点を

当てることは重要であること，保護者に対し MM を

実施していくことは有効であることが示唆されてい

る．開発途上国にて，送迎交通に着目をし，新規代

替交通手段を利用できた環境下にて，保護者を対象

とした MM に関する研究は筆者の知る限り存在しな

い． 
 

(3) 本研究の目的 

 上記を踏まえ，本研究ではスクールバス導入のた

めの実証実験が実施されたラオス・ビエンチャンを

対象に，送迎交通の実態を明確にすること，保護者

に対する MM の実施を通じて，動機付け情報が行動

変容に及ぼす影響を明らかにすることを目的とする． 

 

 

3. 研究対象地域 

 

本研究では,  ラオス・ビエンチャンを対象地域と

する．ビエンチャンはラオス人民共和国の首都で，

タイとの国境に位置している．人口は 96 万 9,000 人

となっており 12），人口増加率は２％である．経済
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成長に伴い，クルマやバイクが急速に普及し，9％

の増加率で車両登録台数は増え，2017年時点で約87

万台である．しかしながら，公共交通分担率は 2007

年の 4％程度から改善されておらず，朝・夕ピーク

時を中心とした交通渋滞が深刻な課題である 13）．

クルマやバイクに依存しすぎない都市設計のために，

さらなる増加が見込まれる人口と車両へ対策が急が

れている． 

 

 

4. 研究手法と送迎交通の定義 

 

(1) 研究手法 

 ビエンチャンではスクールバス導入の検討される

ほどに送迎交通が問題視されているが，既存研究や

資料等では，送迎交通に関する明確な数字は示され

ていない．本研究では，まず初めにパーソントリッ

プ調査(以下 PT 調査と略記)とスクールバス実証実

験の事前調査の結果を分析し，ビエンチャンにおけ

る送迎交通の現状の把握を試みる．得られた結果と

実証実験の事後調査の結果を整理し，送迎交通とス

クールバスに関する動機付け情報の作成を行う．次

に，事故リスクと環境問題に関する動機付け情報を

追加する．3 種類の動機付け情報と動機付け情報を

与えない制御群の 4 群に被験者を分け，保護者を対

象にアンケートによる MM を実施する． 

 

(2) 送迎交通の定義 

 送迎交通は他者の関与を要する特殊な交通行動で

あり，相乗りは同乗している個人それぞれが送迎以

外の目的を持ってるのに対し，送迎では，送迎を担

う人が送迎自体を目的としている 10）．有吉 11）は，

送迎をツアーが互いに異なる運転者と同乗者の間で

共有される，自家用車を利用したトリップと定義し

ている．小林ら 8）は，1) 1台の自家用車に複数の家

族構成員が乗車している．2）それら個人間のトリ

ップ・チェーンの形態が異なっている時に送迎・相

乗り行動が行われたとき，と定義している．上記の

場合には病院への付き添いなどは含まれない． 

 本研究で使用する，2019 年 PT 調査では，トリッ

プ目的項目に送迎が設けられている．実証実験に伴

う事前/事後アンケート調査は，子供の送迎を問う

調査である．これらのことより，送迎を目的とした

交通を明確に判別することができる．また，ビエン

チャンでは自家用車以外にバイクが市民の主要な移

動手段のひとつであり，日常的に 1 台のバイクに複

数人が乗車し，移動する．そのため，次の 3 点を送

迎交通として抽出する． 

1．2019 年の PT 調査にてトリップの目的として

「送迎」を選択している． 

2．事前/事後調査にて，「子供が送迎で学校に通

学している」を選択している． 

3．1 または 2 に該当する送迎交通のうち，交通手

段がバイクまたはクルマであるもの． 

 

5. 研究対象地のスクールバス実証実験と送迎

交通の現状把握 

 

(1) スクールバス実証実験 

 第 1 章で述べているように，ビエンチャンでは送

迎交通による渋滞解消を目的とし，スクールバス実

証実験を実施している． 

a) 実証実験実施校  

以下の 2 点の条件のもと図 2 に示す①～③校を対

象に実施された． 

１．市内でも特に渋滞が深刻である Patuxay エリ

ア付近に学校が位置している 

2．実験実施時期に通常通り開校している 

（実験実施時には COVID-19 の影響により，十分

な感染対策ができない学校の多くが休校していた） 

学校の詳細と実証実験時の利用学生数は表 1 通り

である． 

 

 
図 2 スクールバス実証実験実施校 

 
 

表 1 スクールバス実証実験実施校の詳細 

番

号 

学校名 学校の種類 生徒数 参

加

生

徒

数 

① Viengsavanh 

Primary 

School 

Private 

school 

約 600 人 22

人 

② Vientiane 

Secondary 

School 

Public school 約 1,300

人 

51

人 

③ Sengdara In-

ternational 

School 

International 

school 

約 300 人 21

人 

 

b) 事前/事後調査  

実証実験に伴い 2021 年 12 月にビエンチャン市内

の保護者を対象にオンライン形式で，送迎に関する

事前アンケート調査が実施されており，計 187 人の

回答を得ている．実験後には，使用した子供の保護

者を対象に満足度を伺うアンケート調査が実施され、

計 127 人の回答を得ている． 
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 事後調査からは，スクールバスサービスについて

57％の保護者が「大変満足している」，41％の保護

者が「満足している」という回答をしており，非常

に高い満足度を得ている． 

 

(2) 送迎交通の現状把握 

a) PT 調査による送迎 

2019 年の PT 調査では，総トリップ数送迎 32492

のうち，2121回答が送迎を目的としたトリップと判

明，送迎交通の時間帯別トリップ数では，7 時台に

918 トリップ発生し，16 時台に 734 トリップ発生し

ていることが判明した．図 3 と図 4 にそれぞれの回

答の分布を示す．ビエンチャンで発生するトリップ

のうち約 7％が送迎を目的としており，その発生時

刻は朝・夕ピーク時に集中していることがわかる．  

 

 
図 3 目的別トリップ構成比率成 

 

 
図 4 時間帯別送迎交通トリップ数 

 

b) 事前調査による送迎交通 

実験に伴う事前調査では，293人の学生のうち256

人がバイクまたはクルマで通学時に送迎をしてもら

っていると回答している．内訳は自家用車が 211 人，

バイクが45人である．これは，市内の学校に通学す

る学生の約 87％の学生が送迎により，通学をしてい

ることを示している． 

これらのことより，ビエンチャンでは送迎交通が

朝・夕ピーク時に生じる交通渋滞の要因のひとつで

あると考えることができる．スクールバスを導入す

ることは渋滞緩和につながる．保護者は生徒をスク

ールバスに乗車させることで，市内の渋滞緩和に貢

献でき，経済や環境に対しても良い影響を与えるこ

とができると考えられる． 

6. MM実施校とアンケート調査概要 

 

(1) MM実施校 

実証実験の有無を比較するために，実験実施校の

3 校に加え，実施校と道路や交通渋滞の条件に差の

ない Patuxay エリアに位置する 1 校を未実施校とし

て選定した．実験実施校と未実施校のそれぞれの位

置を図 5 に示す． 

未実施校として選定した④の学校は Neerada 

School という約 1,300 人の学生が通学する Private 

School である． 

 

 
図 5 MM 実施校 

 

 

(2) アンケート調査概要 

 本アンケート調査は，対象校 4 校に子供が通学す

る保護者を対象として，アンケート調査を実施した．

アンケート調査は紙媒体で作成し，職員室を通じ担

任教員から生徒に配布した．その後，担任教員から

職員室を通じて回収をした．それぞれの学校の生徒

数，学年を考慮し，表 2 のように計 1,000 部配布を

した（2022 年 9 月 23 日配布）．動機付け情報は各

学校と学年に均等に行き渡るよう配布した． 

 

表 2 調査表配布の内訳 

番号 学校名 配布部数 

① Viengsavanh Primary School 150部 

② Vientiane Secondary School 322部 

③ Sengdara International School 96 部 

④ Neerada School 432部 

  

 

(3) 質問項目 

本アンケート調査における主な質問項目を表 3 に

示す．アンケート調査では，スクールバス実証実験

に関する基礎情報を提示し，実証実験参加や口コミ
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の有無等の実証実験の経験に関して尋ねた．世帯の

基礎情報に関する項目では，家族構成や送迎の有無，

免許の有無などを尋ねた．最後に，グループ別に動

機付け情報を提示した後に，行動変容に関する設問

を設けた． 

 

表 3 質問項目 

基
礎
情
報
の
把
握 

世帯属性 バイクとクルマの所有台

数 

保護者：年齢/職業/免許

と車両の有無 

子供：性別：年齢/学校の

分類・種類・学年/免許と

車両の有無 

送迎に関

する情報 

送迎の有無/送迎前後の行

動 

ス
ク
ー
ル

バ
ス
実
証

実
験 

スクール

バス実証

実験に関

する情報 

実証実験を知っていたか/

知った経緯/参加の有無/

参加理由//満足度(7 件

法)/経験と情報の共有 

基
礎
的
意
識
の
把

握 

環境に関

する情報 

学習経験/環境の懸念 

路線バス

とソンテ

ウの利用

に関する

情報 

通学時に利用させて良い

か/買い物や通勤時に利用

しても良いか 

行
動
変
容
プ
ロ
セ
ス 

スクール

バス利用

に関する

行動変容

プロセス 

利用させるつもりだ/利用

は難しいことだと思う/便

利だと思う/社会にとって

良いことだと思う 

状況別ス

クールバ

ス利用の

行動意図 

以下の欠点 4種と利点 3種

を組み合わせた設問 

ネガティブ：利用に抵抗

がある/子供の出発時間が

早くなる/放課後活動に制

限が生まれる可能性/帰宅

時間を早める可能性 

利点：送迎時間の削減/事

故リスクの軽減/コミュニ

ティ形成 

 

 

(4) 動機付け情報 

 アンケート調査にて使用した 3 種類の動機付け情

報の詳細を示す． 

a) 送迎とスクールバス実証実験 

 第 5 章にて求めた結果と実証実験事後調査の結果

を使用し，動機付け情報を作成した（図 6）．ビエ

ンチャンにおける送迎交通の現状を提示した後、代

替交通手段になりうるスクールバス実証実験の結果

を提示した．スクールバス実証実験は安全に配慮し，

実施されたことで高い満足度を得ることができたこ

と，保護者は子供をスクールバスに乗車させること

で渋滞解消に貢献できること，保護者も時間を節約

できることも記載した． 

 

 
図 6 送迎とスクールバス実証実験 

 

b) 事故リスクとスクールバスの利用 

WHO のデータを使用し，クルマとバイクの利用

の危険性を提示した．スクールバスを利用すること

で事故リスクを軽減できる旨を記載した（図 7）． 

 

 
図 7 事故リスクとスクールバスの利用 

 

c) 環境問題 

バイクやクルマの CO2排出量をグラフで示し，バ

ス利用は都市の大気汚染や温暖化の防止に貢献でき

る旨を記載した（図 8）． 

 

 
図 8 環境問題 

 

 

7. おわりに 

 

(1) まとめ 

本研究では，ビエンチャンにおける送迎交通に着
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目し，PT 調査とスクールバス実証実験時の事前調

査の結果をもとに，ビエンチャンにおける送迎交通

の実態を明らかにした．次に，得られた結果を用い

てスクールバス利用に関する動機付け情報を作成し，

実証実験実施校 3 校と周辺校 1 校を対象に子供が通

学する保護者を対象としたアンケート調査を実施し

た． 

それらの結果より，ビエンチャンにおける送迎交

通の実態として，約 87％割の学生が保護者による送

迎で通学しており，送迎交通の発生時間は朝・夕ピ

ーク時に集中していることが明確になった．送迎交

通は市内の渋滞を引き起こす要因のひとつであり，

スクールバスを導入することで送迎交通の減少を試

みることは，渋滞対策として有効であるといえる． 

 

(2) 今後の展開 

現在第 6 章で示したアンケート調査の回答の整理

を行っている．今後は回収した結果を整理・分析し，

実証実験への参加や口コミの有無，動機付け情報が

人々の行動変容に及ぼす違いを明らかにしていく．

そして，得られた知見をビエンチャンにおけるスク

ールバス事業だけでなく，開発途上国の公共交通政

策への提言につなげる予定である． 

 

謝辞：本研究にあたり Ministry of Public Works and 

Transport（ラオス公共事業運輸省）や JICAからデー

タや知見を頂きました．ここに記し謝意を表します． 
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